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1 は し が 書   

家族農業経営においては，土地・資本の経営要素所有主が経営者と耕作者とを兼務しており，  

その経営目標は所有経営要素に帰属する純収益である。ところが，土地・資本の経営要素所有  

主と経営者あるいは耕作者とが分離している農業経営には，経営の危険負担を共同で担当する  

場合があり，そこでは単鵬の経営書某所有主に配分される純収益部分のみを経営目標に設定す  

ることができない0筆者が調査した東北タイの親子共同経営や刈分小作経営は，その具体的事  

例である0当該経営については，その会計主体を経営要素所有主から分離独立した経営そのも  

のとし，経営目標を設定することが適当であると思われる。   

以上の農業経営体の認識方法については，一方において経営要素の沈下固定概念を対象に，  

他方において農業経営の多元的側面を対象に，理論が展開されている。また，一般会計学にお  

いては，株式会社の概念と資産，資本，負債の性格，またそれらと関連した企業利益の内容に  

ついて，会計主体論が展開されている0会計主体論と農業経営体の認識論とでは，検討対象と  

する経営体の範囲が異なるにもかかわらず，前者が後者に与えた影響は大きく，多くの共通点  

を指摘することができる。   

本稿では，会計主体論と農業経営体の認識論とについて考察し，次の諸点について検討する  

ことを課題としている0その第1は，会計主体論の諸類型と農業経営体認識論の諸類型とにつ  

いて検討し，両者の共通点ならびに後者の諸類型が適用可能な経常の種類を明らかにする。欝  

2は，沈下固定概念に関する議論の問題点を指摘し，農業経営体認識への企業主体理論の適用  

について具体的経営を対象に考察する。  

2 会計主体論の諸類型   

（1）会計主体論の諸類型   

会計主体論における会計主体は，企業会計の公準である企業実体とは異なる概念である。企  

業実体は，企業という経済主体をその所有主とは別個の存在とみるものであり，会計が行われ  

る一定範囲の場を確定する会計単位を意味する。この概念の導入により，複式簿記における企  

業の財産と企業の資本という概念が生まれ，両者の均衡等式が成立する。また所有主から分離  

された企業は，会計上エンティティと呼ばれ，この概念の導入により，家計と企業との分離が  
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可能となる。   

これに対して会計主体論では，会計公準である企業実体を所与として，株式会社における会  

計処理の統一的理念について検討している。そこでは，株式会社の概念と資産，資本，負債の  

性格，またそれらと関連した企業利益の内容などが検討されている0とくに企業利益の確定に  

ついては，利子，配当，租税公課等を企業の費用とするか，または利益の配分とするかが，重  

要な論点である。   

会計主体論の主要類型には，所有主理論，企業主体理論，企業体理論がある1）。   

所有主理論では，株式会社を企業資産の所有主であり，かつ企業負債の負担者である株主の  

集合体とみる。この場合，企業の資産は株主の財産であり，負債は株主の債務である。また利  

益は株主の資本投下または引出以外の諸取引から生じる正味財産の増加額である。具体的にい  

えば，利子は一定期間内での企業の一般的営業活動のための資金調達の原価であり，費用とな  

る。配当は企業の共同所有主への企業利益の配分である。株主の投資総額を減少させることな  

く，配当として株主へ配分可能な額が，企業の利益である。また祖税公課は費用となる0所有  

主理論では，企業の所有主が投下した資本の増減額および財産の明細について把捉すること  

が，会計の目的となる。   

企業主体理論は，株式会社を資本醸出着から独立したひとつの組織体とみなし，会計主体を  

エンティティとしての企業に求め，この見地からすべての会計的判断を行なう。そこでは，資  

産は企業自体により所有され，負債も企業自体のものとされることから，株主と債権者との間  

の明確な区別はみられない。すなわち，所有主の投資額の他に債務により取得された財産，賃  

借資産等も，等しく資本の源泉とみなされる。この場合，短期債権者は原則として常に変動す  

るものであり，企業に対する持分権の関係が極めて薄いことから，長期債権者のみに限定して  

出資者と同様にみなすことが，現実的である2）。それゆえ，企業主体理論における株式会社は，  

企業に対する長期持分所有者のために存在し，営業活動を行なうが，しかしそのような持分所  

有者からは，明白に分離独立した別の実体であると考えられる。この場合，企業に対する持分  

所有者は，株主から長期債権者まで拡張して解釈される点に特徴がある。   

企業主体論における利益は，回収額の支出額に対する超過額であり，株主や債権者に対して  

配分される以前に，企業自体に帰属するものである。それゆえ，利子は配当と同様に，長期持  

分者への企業利益の配分となる。国家は企業への投資家ではないことから，租税公課は企業利  

益の測定上，控除されるべき費用である。企業主体理論でほ，企業に委託され，企業目的に供  

されたすペての財産について，外部者である所有主および債権者に串良告することが会計の目的  

となる。   

企業体理論は，株式会社制度の高度の発展に対応して，エンティティを単に所有主から分離  

した組織体とする企業主体理論から，さらにすすんで利害者集団により組織されるひとつの社  

会制度とする考え方である。この場合，企業を株主，債権者，従業員∴国家などが構成する組  
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織体とみることにより，企業そのものの社会性や公共性を重視する考え方である○そこでは，  

株主の出資資本の他に債権者持分・従業員持分などの負債や，国庫補助金等の社会的資本も企  

業資本の申に包含される。それゆえ企業体理論では，企業の利害関係者に支払われる賃金，地  

代，利子，配当，租税公課などが，企業利益に含まれる。この利益概念は付加価値と同様のも  

のである。また会計の目的は，利害者集団から企業に委託された財産について，関係者に報告  

することである。   

（2）各類型の適用可能な企業の種類   

会計主体論の理論的意義は，企業利益の確定のための会計諸取引の分析にある。すなわち利  

子，配当，租税公課等を費用と認識するか，または企業利益の配分とするかについて理論的に  

換討している点にある。これらの認識は，株式会社をいかに理解するかにより異なるが，その  

いずれを取るぺきかば企業形態の相違，業種の差異，規模の大小により変化するものである0  

なぜならば，株式会社が営利社団法人の一種であり，物的信用を基礎に設立される純資本団体  

であるとしても，その中には必ずしも営利を目的としない公益企業や公企業がみられる。また  

，個人企業に類似した小規模株式会社も多数存在する。それゆえ，株式会社概念を一義的に  

規定し，これを矛盾なく説明することば，実在する株式会社の多種多様性から，極めて困難で  

あると思われる。   

一般に企業体制は，生業・家業の段階から，「企業体」および「経営体」の段階へと発展す  

るものと考えられる3）。生業・家業の段階では，経営と家計，所有と労働，所有と経営はそれ  

ぞれ未分離であり，企業者や経営者のような最高責任者ほ存在しない。そこでは，家長と家族  

の関係や主人と使用人の主従関係に類似した人的集団により，事業活動力吏行なわれる。「企業  

体」の段階では，経営と家計，所有と労働がそれぞれ分離している。この段階では，資本の所  

有主が経営管理機能を担当する企業者により，「企業休」が支配される。やがて，資本の所有  

主が経営管理機能をも担当しない所有と経営の分離が進展すると，「経営体」の段階となる。  

現代私企業の特徴は，「経営体」における専門経営者の支配が確立することにある。私企業に  

おける「経営体」の段階では，私企業と公企業における「企業」性の後退と「経営体」の生成  

の方向，すなわち公私企業の接近が進展することも，その特徴のひとつである。   

現在の株式会社には，生業・家業，「企業体」，「経営体」の多様な段階の私企業と公企業と  

が混在している。それゆえ，現代の多様な株式会社における内容の違いに応じて，会計主体論  

の諸類型を区別して適用することが，最も現実的であると思われる。すなわち，生業・家業の  

段階にある個人企業や，所有と経営の未分離な「企業体」の段階にある株式会社については，  

所有主理論が妥当する。この場合，資本の所有主が経営管理槻能を担当していることから，  

「企業体」の会計目的を所有主本位に設定することが，適当と思われる。また，所有と経営の  

分離した「経営体」の段階にある株式会社については，企業主体理論が妥当する。この場合，  
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「経営体」の最高責任者は専門経営者であり，「経営体」を資本の所有主から分離独立した別  

の実体と考えることができる。さらに経営者からみれば，株主も長期債権者も等しく持分所有  

者と解釈でき，その会計目的は，「経営体」に委託された財産について外部者である株主，債  

権者に報告することとなる。最後に，公企業や公益性をもつ「経営体」については，企業体理  

論が妥当する。  

1）会計主体論に関するこの他の類型には代理人説がある。しかしその理論は，実質的には所有主理論と  
同様であり，本論では省略している。また企業体理論には，制度的企業体説と独立企業体説とがある  

が，農業経営体認識の理論にほ独立企業体説に該当する学説がみられないことから，本論でほ制度的  

企業体説について検討している。なお会計主体論については，参考文献〔1〕，〔2〕，〔3〕劉鮎   

2）この点についてほ，参考文献〔3〕参臥   

3）企業体制の発展については，参考文献〔4〕，〔5〕参照。  

なお，一般経営学における「企業体」と「経営体」の概念は，一般会計学における企業の概念とは  

異なる0社会繹済を構成する個別経営単位は，自然人経済と法人経済とに分類できる。前者が家計経  

済，後者が企業経済である。私経済的という場合，多くは自然人経済すなわち家計経済を意味する。  

法人経済ほ法律上の擬制経済単位であり，実際の企業経済にほ私経済的側面と経営経済的側面とがあ  

る○すなわち，その私経済的側面とは母体経済である自然人経済の利益を目的とする意味であり，経  

営経済的側面とは企業経済それ自体の目的を追求する意味である。一般経営学における「企業体」は  

企業経済の私経済的側領協，「経営体」はその経営経済的側面を表わしている。後述するように，金  

沢氏の「企業」と「経営」の概念も，一般経営学における「企業体」と「経営体」の概念と同義であ  

る。以上の点については参考文献〔6〕参照。  

3 農業経営体の認識と会計主体論   

（1）農業経営体認識論の陪類型  

会計主体論が，所有と経営の分離した株式会社の概念と企業利益の確定について検討してい  

るのに対して，農業経営体の認識論では，その検討対象を「国民経済的経営」，資本主義的経  

営，家族経営および小作経営，地主経営，自作経営と農業経営全般に拡張している。しかし，  

後者では農業経営体の認識を基礎に，経営休の費用と純収益の確定を目的としており，認識論  

の前提条件が経営と家計の擬制的分離によるエンティティの存在である点も，会計主体論と共  

通する0また検討対象とする経営体の範囲が大きく異なるにもかかわらず，農業経営休認識論  

の各類型と会計主体諭の各類型とは極めて類似した内容となっている。   

農業経営体の認識論の場合，一方では経営要素が農業経営に沈下固定される徴表について検  

討されており，他方では農業経営の多元的側面について換討されている。   

経営要素の沈下固定概念には，歴史的意味の私経済的所有関係を基準とする場合と，経営要  

素の利用継続期間により沈下固定度を判断する場合とがある。このうち前者は，大槻氏と吉田  

氏により代表される考え方である4）。農業経営に沈下固定される経営要素は，経営主により所  

有される経営要素であり，所有経営要素への帰属収益が経営の純収益である。この考え方は会  
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計主体論における所有主理論と同様である。また後者は菊地氏により定義されている5）。この  

場合，沈下固定とは「生産要素泉源体が個別生産経営に沈下され，主としてその経営の生産目  

的のために継続的に利用される状態を意味」附しており，経営の純収益とは沈下固定された内  

紛経営要素への帰属収益を意味している。外絶とは，「経営体をなす泉源体から演出する以外  

の凡ての用役を意味するものであり，それが現実にその経営を内包する当該農家経済からであ  

ろうと他の個別経済からであろうと問うところではない」7）としている。すなわち，生産要素  

用役や経営要素に関する外給・内給の区別を，当該経営における経営要素の利用継続期間の長  

さを基準に行なうものである。この考え方は，経営主の所有経営要素以外に債務により取得さ  

れた財産や賃借資産をも内紛経営要素とするものであり，経営に対する持分所有者を経営主か  

ら長期債権者にまで拡大している点に特徴がある。この限りで，菊地氏の沈下固定概念は，会  

計主体論における企業主体理論に妥当するものと思われる。   

農業経営の多元的側面については，金沢氏の2元論とGeutingの3元論とがある。前者で  

は，農業経営を狭義の「経営」と「企業」との2面的性格の統一体とみる。すなわち一方にお  

いて，「農業経営の企業的性格すなわち私的富の増殖の契機を農業所得の概念」8）に求め，「私  

的な所有関係をも含めたものとしての経営費を稔収入から差引いたものは，人的分配関係をし  

めす所得である」9）と「企業」的側面について説明する。他方において「純収益」＝粗収益－  

（物財費＋労賃）とし，「人的分配以前のいわば利子や地代や企業利潤等を全部含めた総利潤  

を純収益とよび」1の，「純収益」が「資本の生産力」を示し，「社会総資本の一環としての農業経  

営」を表わす指標であると「経営」的側面について説明する。引用文から明らかなように，金  

沢氏の「企業」的側面とは，経営要素の所有関係を基準に経営体を認識する考え方と同種のも  

のであり，会計主体論における所有主理論と共通している。また「経営」的側面とは，自己資  

本と他人資本とを区別しない「総資本」の立場を示すものであり，この限りで経営に対する持  

分所有者を経営主から長期債権者にまで拡大していることが明らかである。それゆえ金沢氏の  

「経営」的側面とほ，菊地氏の沈下固定概念と同種のものであり，会計主体論における企業主  

体論に類似した考え方である。   

Geutingは，農業経営における生産成果と収益の概念について，3つの側面から検討してい  

る（表l）ll）。そこでは，生産性の指標として生産成果を，収益性の指標として収益をそれぞれ  

挙げている。生産成果には，国民所得計算の対象となる国民経済的生産成果と経営経済的生産  

成果とがある。これらの生産成果は，集合（国民経済的視点）と部分（経営経済的視点）の関  

係にあり，計算内容は同じである。収益には，生産経済的収益と私経済的収益とがある。この  

うち前者は「労働所得」，「純収益」等であり，経営要素に機能的に帰属する純収益を表わして  

いる。後者は「純所得」，「純利益」であり，経営主および経営要素所有者に配分される所得を  

表わしている。Geutir唱の生産成果と収益の概念では，個別経営の視点からみると，経営経済  

的生産成果，生産経済的収益と私経済的収益との3つの側面が明らかにされている。経営経済  
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表IGe山i喝の生産成果と収益の概念  

区 分 l  種 類 l  計 算 内 容  

注1）参考文献〔11〕より，作成。   

2）Geutingの生産成果と収益の種類の名称は原語に従って翻訳しており，所得，  

純収益は通説的表現と異なる場合がある。  

的生産成果は付加価値と同義であり，この側面の経営体認識は，会計主体論における企業体理  

論に類似している。また生産経済的収益面と私経済的収益面からの経営体認識は，それぞれ会  

計主体論における企業主体理論と所有主理論に類似している。   

（2）各類型の適用可能な経営の種類  

農業経営体の認識論のうち，沈下固定概念については，農業経営全般を対象に一元論的な経  

営体の認識が試みられているのに対して，金沢氏やGeutingの所論は，多元的な農業経営体の  

認識にその特徴がある。現在の農業経営には，企業経営，共同経営，家族経営と多様な形態が  

みられ，また所有と労働の未分離な経営から所有と経営の分離した経営まで多種の段階がみら  

れる。それゆえ一元論的な沈下固定概念については，会計主体論と同様の問題点が指摘でき  

る0すなわち限定された特定形態あるいは特定段階の農業経営についてのみ，各論者の沈下固  

定概念が矛盾なく適用できるが，農業経営全般について一元的沈下固定概念を確定すること  

ば，極めて困難である。また多元論的な経営体の認識論については，抽象的論理に終始し，対  

象とする農業経営の会計処理方法を確定するための理論的基礎を提示する実践的目的が不明瞭  

である。そこでは，経営体の認識と費用・収益の確定との関連付けが不充分であることから，  

会計主体論の諸類型と農業経営の多元的側面とについて比較分析する場合，本論では単に両者  

の類似性を指摘するに留めている。   

しかし，会計主体論において展開されている株式会社の概念とその会計処理方法は，多種多  

様な農業経営の認識についても応用できるし，すでに経営要素の沈下固定概念については，」会  

計主体論における所有主理論と企業主休理論とが応用されている。会計主体論の諸類型と農業  
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表2 農業経営体の認識と会計主体静  

会計主体論   
の 類 型  企業体理論  企業主体理論   所有主理論  

経常要素の利用継節期間  
（菊地）  

歴史的意味の経営要素の  
所有関係（大槻・吉田）  

沈下固定概念  認
帯
の
類
型
 
 

農
業
経
営
体
 
 
 

経営体の   

2側面（金沢）  
狭義の「企業」の側面  狭義の「企業」の側面  

⊥＋ 二＝   
私 経、済的 収 益  

「国民紆的藁 
槻）  

経営経済的生産成果  ㌫靂誌の生産成果と収   

注）（）内は農業凝営林認識論の各論看である。敬称は省略している。   

経営体認識の諸類型との関係についてまとめると，表2のようになる。第1に農業経営体認識  

論のうち，経営要素の所有関係を沈下固定の基準とする説は，会計主体論における所有主理絵  

に妥当する。また農業経営の「企業」の側面やGeutingの私経済的収益概念ほ，所有主理論に  

類似している。所有主理論は，一般企業における個人企業と同様に，家族農業経営や農業共同  

経営に通用できる。第2に，経営要素の利用継続期間を沈下固定の基準とする説は，会計主体  

論における企業主体理論に妥当する。また農業経営の「経営」の側面やGeutingの生産経済的  

収益概念は，企業主体理論に類似している。この場合，所有経営要素以外に債務により取得さ  

れた財産や賃借資産も経営体を構成する内給経営要素となり，複数の経営要素提供者が存在す  

ることから，家族農業経営の会計処理については適用できない云それゆえ，企業主体理論は，  

所有と労働および所有と経常の分離した経営体に適用されるべき理論である。欝3に，企業体  

理論に妥当する農業経営体の認識論はみられない。しかし，労働費や利子，地代も経営体の生  

産成果に含めた付加価値概念に関連して，経営体理論に類似した理論展開がなされている。大  

槻氏の「国民経済的経営」やGeⅥtingの経営経済的生産成果が，これに該当する。企業体理論  

は、，農企業経営のうち公金菓や公益企業に適用できる。   

4）大槻氏と青田氏の沈下固定脚急については，参考文献〔6〕と【8〕を参照。   

5）菊地氏の沈下固定概念についてほ，参考文献〔7〕参照。   

6）参考文献〔7〕，95ページより引用。   

7）参考文献〔7〕，97ページより引用。   

8）参考文献〔9〕，46ページより引用。   

9）参考文献〔10〕，29ページより引用。  

10）参考文献〔10〕，29ページより引用。  

11）Geuti叩の生産成果と収益の概念についてほ，参考文献〔11〕参照8  

4 農菓経営体認識への企業主体理論の適用  

会計主体論では，資本の所有主や債権者，従業員，国家の各主体に着日して，株式会社の概  
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念と企業利益の確定について論議されている。またγ般経営学では，企業体制の発展について  

資本の所有主上経常管理機能あるいは専門経営者との関連で分析している。会計主体論や一般  

経営学では，資本の所有主や経営者あるいほ企業の利害関係者という主体との関連において理  

論が展開されている。しかし農業経営体の認識論では，土地，労働力，資本の3経営要素およと  

び沈下固定という抽象化された概念を基礎に論議されている。そこでは所有主や経営者の会計  

主体概念が，検討対象から除外されているのが特徴である。それゆえ，会計主体概念の欠落し  

た理論設定からは，多くの誤解・曲解を生じる恐れがある。例えば，菊地氏の沈下固定概念を  

企業経営に適用した場合，常雇労働力である従業員をも内給経営要素に包含するという誤解を  

惹起しかねない12）。同様に所有主理論を例えば「チエーネン的」経営lさ）に適用する場合も，土  

地の所有主と労働力あるいは資本の所有主との複数の会計主体が，単一の農業経営体について  

混在するという誤解が生じてくる。これらの誤解は，農業経営体の認識論における経営要素の  

所有主や経営者という会計主体概念の欠如にその原因があるものと思われる。   

農業経営体の認識論をさらに精緻化するためには，土地，資本の経営要素所有主と経営者あ  

るいは労働力の所有主である耕作者という会計主体概念を導入する必要がある。これらの会計  

主休概念を前提にすれば，所有主理論は家族経営や個人企業のように，土地・資本の経営要素  

所有主が経営者を兼務する経営体について適用可能な会計主体論である。また，土地・資本の  

経営要素所有主と経営者あるいは耕作者とが分離している経営体については，企業主体理論が  

最も長く妥当する会計主体論である14）。   

企ろ主休理論が適用可能な農業経営体としてほ，アメリカ合衆国における父子共同経営や「  

家書分益小作」経営15），東南アジア諸国で広範囲にみられる刈分小作経営，東北タイに存在す  

る親子共同経営l¢）などが挙げられる。これらの経営体ほ，いずれも土地・資本の経営要素所有  

主と経営者あるいは耕作者とが分離している点に特徴がある。そこでは，人的に分離した土  

地・資本の経営要素所有主と経営者あるいは耕作者とが，経営の危険負担を共同で担当し，企  

業利潤が両者に配分される。それゆえ当該経営では，土地・資本への付加価値配分額と労働力  

への付加価値配分額とが，事前に費用として確定できないことから，経営者あるいぼ耕作者の  

提供する労働力と他の暑が出資する土地・資本とも 共に内給経営要素として把握する必要が  

ある。その会計目的は，内給経営要素全体に帰属する経営純収益を欝一義的に確定することで  

あり，経営純収益を各経営要素単位に配分し，人的分配額を確定することはその次の作業とな  

る。この限りで，企業主体理論の適用可能な農業経営体ほ，†種の共同経営であると言える。   

しかし共同経営のうち，その構成員がすべての経営資産について一定の持ち分を傭資し，そ  

の割合に応じて収益を配分する場合は，所有主理論が通用できる。こめ場合，土地・資本の経  

営要素所有主と経営者あるいは耕作者とが未分離であり，企業利潤が土地・資本の出資割合か  

出役労働の割合に応じて配分される。  

Ⅰ望）この点に？いては，参考文献揮〕参照。  
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1き）「チエーネン的」経営については，参考文献〔6〕，〔8ユ参照0  

14）会計主体論を農業経営体の認識に適用する場合∴所有主理論と企業主体理論とは経営者を会計主体と  

する考え方であると聯できる。雨理論の適用範囲は，土地・資本の渾営要素所有立と経営者とが，  

未分離の経営体か分離した経営体かの違いに応じて異なる。企業体理論は，会計主体を単に経営者の  

みに留めず，国家や従業且等の利害関係者を含めた「受益者」に拡大している点に特徴がある○この  

点については参考文献〔3〕参照。  

15）父子共同経常や「家畜分益小作」経常については，参考文献〔12〕参照。  

16）東北タイにおける親子共同経営と刈分小作経営については，参考文献〔柑〕参凰⊃  

5 む  す  び  

一般会計学における会計主体論では，所有主理論，企業主体理論，企業体理論の偶に新しい  

理論が展開されてきた。このことは同時に，企業体制の発展段階に照応する株式会社の種類別  

に，これらの理論が適用可能であることを示すものである。農業経営体の認識論についても，  

同様のことが言える。しかし，農業経営に占める企業経営の割合は極めて小さく，その支配的  

形態は家族経営である。それゆえ，企業主休理論の適用可能な農業経営は少なく限定される0  

それでも，企業主体理論の適用可能な農業経営には，所有と経営の分離した企業経営以外に，  

家族経営の延長線上に位置づけられる一部の共同経営や刈分小作を挙げることができる0これ  

らの経営体でほ，土地・資本の経営要素所有者と経営者あるいは耕作者とが，人的に分離して  

いる点に特徴がある。また，これらの経営体に企業主体理論を適用する考え方は，刈分小作経  

営について刈分小作料を重用とせずに，収益に含める会計処理方法17）の考え方と一致する・。  

17）参考文献〔12〕参府。  
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